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1. 当社グループ及び当社グループ事業の位置づけ 

(1) 会社概要  

イオン株式会社（以下、「当社」）は、1926年 9月に株式会社岡田屋呉服店として設立され、以後小売業を

経営してまいりました。1970 年にはフタギ株式会社、株式会社シロと合併し、同年 4 月にジャスコ株式

会社と商号変更いたしました。2001年にジャスコ株式会社は、イオン株式会社へと社名を変更し、現在は

小売事業を中心として、総合金融、ディベロッパー、サービス・専門店等の各事業を複合的に展開してい

ます。 

(2) イオンの基本理念 
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(3) イオングループ未来ビジョン 



4 

(4) 事業展開  

 イオンは、イオン北海道㈱、イオン九州㈱、イオンリテール㈱を中心とした GMS（総合スーパーマーケッ

ト）事業、ユナイテッド・スーパーマーケット・ホールディングス㈱、マックスバリュ東海㈱を中心とした SM

（スーパーマーケット）事業、ウエルシアホールディングス㈱を中心としたヘルス&ウエルネス事業、イオン

フィナンシャルサービス㈱を中心とした総合金融事業、イオンモール㈱を中心としたディベロッパー事業等を

展開しております。 
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(5) 2030 年にありたい姿 

(ア) 2030 年のありたい姿の実現に向けたイオンの「5 つの変革」 

イオングループは、2030 年のありたい姿として、『「イオンの地域での成長」が「地域の豊かさ」

に結び付く、循環型かつ持続可能な経営』を掲げております。2023 年度は、グループの中期経営計

画（2021～2025 年度）の折り返し地点となる重要な 1 年と考えています。イオンは、激変する環

境変化を事業機会と捉え、成長戦略として掲げた「5 つの変革」の実効性を高めることで既存の事

業モデルの革新を図り、2030 年を見据えた成長基盤の確立を目指します。 

(イ) 成長戦略 
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(6) 価値創造モデル 

人口動態の変化、あらゆる生活局面におけるデジタル技術の浸透、ボーダレスな競争の激化、環境・健

康に対する意識の高まりといった環境変化のなかで、私たちは、「イオンの地域での成長」が「地域の

豊かさ」に結びつく、循環型かつ持続可能な経営を実践する価値モデルを展開しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

2. イオンのサステナブル経営 

(1) サステナビリティコンパス 

時代や社会情勢の変化を踏まえて、イオンが果たすべき責任と事業活動を通じて解決できる環境・社会

課題を改めて見直しました。イオンのサステナビリティの進むべき方向性は、お客さまの今とこれから

（未来）の幸せに貢献すること。未来につながる「より良いくらい」を提案し続けていくことがイオン

の存在意義であり、イオンのサステナビリティの目指す姿と定義し、全体像を「サステナビリティ コン

パス」で表現しております。ESG の視点に立ち、グローバルレベルでの環境・社会課題の解決に向けて

長期的に取り組んでいきます。 
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(2) ESG に関するマテリアリティ（重要課題） 

◼ 地域経済の活性化や社会課題解決に向けてともに歩む存在であり続けるために、社会の変化に適応

しながらステークホルダーの要請や期待にお応えしていくことが重要であると考えています。 

◼ このありたい姿の実現に向け、「社会への影響度」と「イオンの事業との関連性」の観点からサス

テナビリティ上のマテリアリティマッピングを実施し、イオンに関連する課題を抽出しました。 

◼ それぞれの重点分野ごとに策定した目標・KPI に対して、サステナビリティ推進体制のもと PDCA

サイクルを回し、より実効性のあるサステナビリティ活動の継続と強化に取り組んでいます。 
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(3) 環境指針 

私たちは、お客さまへの安全・安心な店舗・商品・サービスの提供を通じて、豊かなくらしと地球環境保全

の両立に取組みます。 

取組みの推進にあたっては、環境マネジメントシステムを運用し、定期的な見直しを行い、環境パフォーマ

ンスを向上させるよう継続的に改善を進めます。 

1. 私たちは、脱炭素社会の実現のため、全ての事業活動における温室効果ガスの排出削減に取組みま

す。 

(1) 店舗におけるエネルギー効率を継続的に改善します。 

(2) 商品のサプライチェーン全体で削減に取組みます。 

2. 私たちは、事業活動を通じた生態系への影響と恩恵を把握し、保全活動を推進します。 

(1) 持続可能性に配慮し資源管理された商品開発・調達に取組みます。 

(2) 植樹・育樹活動等を推進し、地域の生態系を守り育み活かす活動に取組みます。 

3. 私たちは、持続可能な資源利用のために資源循環の促進に取組みます。 

(1) 資源のリデュース・リユース・リサイクルを推進します。 

(2) 環境負荷の少ない原料・資材等を選択するよう努めます。 

4. 私たちは、環境側面に関わる法規制等の順守義務を順守し、汚染の予防に努めます。また、本指針を

従業員および当社の事業活動を支えるすべての人々に周知するとともに、広く公開します。 

5. 私たちは、お客さまをはじめとする多くの方々とパートナーシップを築き、取組みの輪を広げていき

ます。 
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(4) サステナビリティの推進体制 

◼ KPI の進捗については KPI の推進責任部署・責任者からの報告を受けて環境・社会貢献部が取り纏

めています。環境・社会貢献部は達成状況を毎年把握・管理し、グループ環境・社会貢献責任者会

議を通じて活動のフォローアップを実施しています。KPI の実績については、重要度に応じて「イ

オン・マネジメントコミッティ」及び取締役会に報告し、重点課題に関連する取り組みは毎年度発

行するイオンレポートで開示しています。 

 

  

グループ CSO 
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(5) 当社グループにおける、「脱炭素社会」の実現に向けた取り組み 

◼ 当社は、2018 年に策定した「イオン 脱炭素ビジョン」に基づき、「店舗」「商品・物流」「お客

さまとともに」の 3 つを柱に、省エネ・創エネの両面から店舗で排出する温室効果ガス（以下、

CO2 等）を総量でゼロにする取り組みを、グループを挙げて進めています。 

◼ この目標達成をより確実なものとするため、2030 年までに日本国内の店舗で使用している年間約

71 億 kWh（2020 年度）のうち、50%を再生可能エネルギーに切り替える目標を、2021 年 7 月に

新たに定めました。 

◼ この目標は、地球の平均気温上昇を産業革命前と比べ 1.5 度未満に抑える目標に整合するもので、

当社が掲げる「店舗で排出する CO2 等を 2050 年までに総量でゼロにする」という目標を、2040

年を目途に前倒しで達成することを目指すものです。 

◼ そのなかで、当社店舗における CO2 発生源の約 9 割は電気使用であることから、店舗で使用する

電力を再生可能エネルギーに切り替えることは、国内全体の CO2 削減への貢献にもつながりま

す。当社は、今後もすべての事業活動で持続可能性を追求し、グループが持つあらゆるリソースを

活用して地域全体での脱炭素化の実現に向け、取り組みを加速します。 
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(6) 2030 年までの店舗再生可能エネルギー導入計画 

◼ すべての事業活動で持続可能性を追求し、グループが持つあらゆるリソースを活用して地域全体で

の脱炭素化の実現に向け推進するため、2030 年度までに当社が国内で運営するショッピングセンタ

ーと総合スーパー（GMS）で使用する電力については、100％再生エネルギー導入を目指していま

す。 

 

＜2030年までの店舗再生エネルギー導入計画＞ 

業態 主な屋号 再生エネルギー目標導入時期 

SC 
イオンモール 2025年度まで 

イオンタウン 
2030年度まで 

GMS イオン、イオンスタイル 

 

(7) プラスチック利用方針 

◼ 当社は、生活に密着した商品をお客さまに販売する小売業の責任として、店頭での資源回収、容器

包装資材の削減、法制化前からレジ袋無料配布を中止するなどの取り組みを継続して行ってきまし

た。さらなる脱炭素型・資源循環型社会の実現に向けて、2020 年 9 月に「イオン プラスチック利

用方針」を策定・発表しました。化石由来から環境配慮型の素材への転換、店舗を拠点とした資源

循環モデル構築のさらなる推進などに取り組み、店舗・商品・サービスを通じて、全てのステーク

ホルダーの皆さまとともに、脱炭素型かつ資源循環型の新たなライフスタイルの定着を進めて参り

ます。 
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(8) 食品廃棄物削減に向けた目標の策定 

◼ 当社は、3R（Reuse・Reduce・Recycle）の手法により廃棄物ゼロを目指して取り組むなか、2025

年をゴール目標として掲げた「イオン食品廃棄物削減目標」の達成を目指し、グループをあげて推

進しています。 

◼ 食品廃棄物については、SDGs で掲げる 2030 年目標を 5 年早く達成すべく、2025 年までに半減さ

せます。目標達成に向けては、店舗ごとに廃棄物の状況の見える化を通じて発生抑制を図るととも

に、グループ企業横断の推進組織を地域ごとに立ち上げ、ベストプラクティスを共有、実践しま

す。 
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3. サステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワーク 

◼ これまで当社は、「お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する」という基

本理念のもと、「持続可能な社会の実現」と「グループの成長」の両立を目指し、「環境」「社会」

の両側面で、グローバルに考え、それぞれの地域に根ざした活動を、多くのステークホルダーの皆さ

まとともに積極的に推進してまいりました。 

◼ こうした中、2015 年 9 月の国連サミットで採択された持続可能な開発目標（SDGs）の理念に共感し、

さまざまな活動（再生可能エネルギーの利用、植樹活動、人権啓発教育等）を展開しております。 

◼ 今般、当社としての各種 ESG の取り組み姿勢の更なる強化、および ESG 目標へのコミットを強める

ため、国際資本市場協会（ICMA：International Capital Market Association）が定めるサステナビリテ

ィ・リンク・ボンド原則（SLBP）2023、ローン・マーケット・アソシエーション（LMA）が定める

サステナビリティ・リンク・ローン原則（SLLP）2023、環境省が定めるサステナビリティ・リンク・

ボンドガイドライン（2022 年版）ならびにサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン（2022

年版）の 5 つの要件に従ってサステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワーク（以下、本

フレームワーク）を策定し、今後、本フレームワークを活用したサステナビリティ・リンク・ファイ

ナンス（債券またはローン）による資金調達を拡大して参ります。 

1. KPIs の選定 

2. SPTs の測定 

3. 債券/ローンの特性 

4. レポーティング 

5. 検証 

◼ なお、当社は SLBP 等との適合性に対するオピニオンを株式会社格付投資情報センター（R&I）より

取得しています。 

 

(1) KPIs の選定および SPTs の測定 

◼ 当社はサステナブル経営の実現に向け、下記 3 つの KPIs を選定し、各 KPI に対する SPT を設定し

ました。サステナビリティ・リンク・ファイナンス実行の都度、下記いずれか、または全ての KPIs

及び SPTs を採用します。採用する KPIs および SPTs は債券の法定開示書類（訂正発行登録書や発

行登録追補書類等）もしくはローンの契約書類等にて具体的に規定します。 

No. KPIs SPTs 

1 CO2排出量の削減率 
2030 年までに店舗使用電力の 50%を再生可能エネルギーに

切り換え（国内） 

2 
使い捨てプラスチック使用量※（売上 1 億

円当たりの使用量）の削減率 

2030年までに 50%削減（2018年度比） 

3 
食品廃棄物発生量（売上百万円あたりの

発生原単位）の削減 

2025年までに 50%削減（2015年度比） 

※プラスチック製容器包装と PETボトルの重量合計（kg）として、売上 1億円当たりの使用量 

上記に記載された SPTs とは別に、SPTs 達成に向けた期中のマイルストーン SPTs を定めること

があります。マイルストーン SPTs を定める場合は、R&I より SLBP 等との適合性に対するオピニ
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オンを取得するとともに、サステナビリティ・リンク・ファイナンス調達時に、債券の法定開示書

類（訂正発行登録書や発行登録追補書類等）もしくはローンの契約書類等にてマイルストーン

SPTs を規定します。サステナビリティ・リンク・ローン実行時は、上記 SPTs に基づき年次 SPTs

も設定し、外部評価機関より SLLP 等との適合性に対するオピニオンを取得するとともに、ローン

実行の都度、契約書類等で年次 SPTs を規定します。 

また、事業構造に重大な影響を与える可能性のある想定外の事象（M&A、規制等の制度面の大幅な

変更、または異常事象の発生等）が発生した場合、これらの変更内容を踏まえた従来評価基準と同

等以上の野心度合いの評価基準を SPTs に設定すること等について関係者と協議の上、外部評価機

関による評価を取得することがあります。見直しの内容については、当社ウェブサイト上にて開示

します。なお、当社が SPTs を変更しても、本フレームワークに基づいて既に調達済のファイナン

スについては、調達時点で設定済の SPTs が継続適用されます。 

 

(2) 債券/ローンの特性 

◼ 本フレームワークに則り実行されるサステナビリティ・リンク・ファイナンス（債券もしくはロー

ン）は、SPTs の達成状況に応じて財務的・構造的特性が変化する予定です。 

◼ SPTs 未達時には、調達額に対してファイナンス実施時に定める割合に応じた額を寄付します。寄付

先の候補は、環境・社会貢献部にて SPTs 未達成の要因を精査の上、脱炭素に資する活動をしてい

る公益社団法人・公益財団法人・国際機関・自治体認定 NPO 法人・地方自治体やそれに準ずる組織

とし、適切な先を選定します（現時点の候補として公益財団法人イオン環境財団を想定）。 

◼ なお、ファイナンス実行の都度、債券の法定開示書類（訂正発行登録書や発行登録追補書類等）も

しくはローンの契約書類等にて以下の項目を規定する予定です。 

①ファイナンス実施時に特定し開示する債券の特性に関する情報 

 ファイナンス実施時に採用する KPIs、SPTs 

 SPTs の数値（マイルストーン SPTs を含む） 

 SPTs の報告対象期間、判定日、判定方法 

 債券の特性：寄付額（調達額に対する割合と年額）、寄付額の算定式、寄付先の名称及び選定

理由、寄付の実施時期等 

 

②ファイナンス実施時に特定し規定するローンの特性に関する情報 

 ファイナンス実施時に採用する KPIs、SPTs 

 SPTs の数値（マイルストーン SPTs を含む） 

 SPTs の報告対象期間、判定日、判定方法 

 ローンの特性：寄付額（調達額に対する割合と年額）、寄付額の算定式、寄付先の名称及び選

定理由、寄付の実施時期等 
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(3) レポーティング 

◼ 債券の場合、KPIs に対する SPTs の進捗状況は、イオンレポートまたは当社ウェブサイトにて開示

します。ただし、債券の対象とした KPIs に対する SPTs の進捗状況のみ開示するものとします。 

レポーティング項目 

 KPIs に関する最新の実績値 

 SPTs の進捗状況 

 KPIs・SPTs に関連する、発行体の最新のサステナビリティ戦略に関する情報 

 SPTs 未達の場合、寄付先、寄付額、寄付の実施時期 

 

◼ ローンの場合、KPIs に対する SPTs の進捗状況は、貸し手に対してのみ報告します。また、シンジ

ケートローンの場合は、エージェントを通じて貸し手に対して報告します。ただし、ローンの対象

とした KPIs に対する SPTs の進捗状況のみ報告するものとします 

レポーティング項目 

 KPIs に関する最新の実績値 

 SPTs の進捗状況 

 KPIs・SPTs に関連する、発行体の最新のサステナビリティ戦略に関する情報 

 SPTs 未達の場合、寄付先、寄付額、寄付の実施時期 

 

(4) 検証 

◼ 債券の場合、KPIs に対する SPTs の達成状況について、債券の償還まで年 1 回、外部機関等からの

検証を受け、検証結果をイオンレポートまたは当社ウェブサイトにて開示します。 

 

◼ ローンの場合、KPIs に対する SPTs の達成状況について、ローンの返済まで年 1 回、外部機関等か

らの検証を受け、検証結果を貸し手に対して報告します。また、シンジケートローンの場合は、エ

ージェントを通じて貸し手に対して報告します。 
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4. イオングループの公益財団法人 

 

参考書類 

I. サステナビリティ・リンク・ボンド原則（ICMA、2023） 

II. サステナビリティ・リンク・ローン原則（LMA、2023） 

III. サステナビリティ・リンク・ボンドガイドライン（2022 年版） 

IV. サステナビリティ・リンク・ローンガイドライン（2022 年版） 

V. イオンレポート 2021 

VI. イオン サステナビリティデータブック 2021 

VII. AEON 2022-2023 COMPANY PROFILE 

（https://www.aeon.info/wp-content/uploads/sustainability/images/report/2022/AEON2022_0801-

compressed.pdf） 

VIII. イオン ウェブサイト イオン サステナビリティ基本方針 

（https://www.aeon.info/sustainability/guidelines/） 

IX. 中期経営計画（2021～2025 年度） 

（https://www.aeon.info/wp-content/uploads/ir/Vol.2_FY2021-2025_AEON_Mid-Term-Management-

Plan_PPT_JPN.pdf） 

以上 

https://www.aeon.info/wp-content/uploads/sustainability/images/report/2022/AEON2022_0801-compressed.pdf
https://www.aeon.info/wp-content/uploads/sustainability/images/report/2022/AEON2022_0801-compressed.pdf
https://www.aeon.info/sustainability/guidelines/
https://www.aeon.info/wp-content/uploads/ir/Vol.2_FY2021-2025_AEON_Mid-Term-Management-Plan_PPT_JPN.pdf
https://www.aeon.info/wp-content/uploads/ir/Vol.2_FY2021-2025_AEON_Mid-Term-Management-Plan_PPT_JPN.pdf
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